
○国立大学法人お茶の水女子大学ハラスメント等人権委員会規則  

 

平成16年４月１日 

制      定 

改正 平成17年３月24日 平成19年３月22日  

平成20年３月20日 平成21年２月20日  

平成23年３月28日 平成25年２月20日  

平成26年７月29日 平成27年３月25日  

平成28年３月25日 平成29年３月27日  

令和６年２月21日 令和７年１月29日  

令和７年３月26日 令和８年１月28日  

令和８年９月16日          

 

（設置） 

第１条 国立大学法人お茶の水女子大学（以下「本学」という｡)に、国立大学法人

お茶の水女子大学人権憲章及び国立大学法人お茶の水女子大学ハラスメント等人

権侵害防止ガイドラインに基づき、本学にハラスメント等人権侵害防止、問題が

生じた場合の被害からの回復、学習・研究・就労保障及び本学の取るべき措置を

図るため、国立大学法人お茶の水女子大学ハラスメント等人権委員会（以下「人

権委員会」という｡)を置く。 

（任務） 

第２条 人権委員会は、次に掲げる事項を審議し、実施する。 

(1) ハラスメント等人権侵害の防止及び施策に関すること。  

(2) ハラスメント等人権侵害の権利回復に関すること。 

(3) ハラスメント等人権侵害の相談体制に関すること。 

(4) ハラスメント等人権侵害の問題解決体制に関すること。 

(5) ハラスメント等人権侵害の緊急の安全措置に関すること。  

(6) ハラスメント等人権侵害の通知に関すること。  

(7) ハラスメント等人権侵害の権利回復措置及び処分について、学長及び部局長

への勧告に関すること。  

(8) 本学への求職者等に対するセクシュアル・ハラスメント事案に関すること。 

(9) その他ハラスメント等人権侵害に関し必要な事項  



（組織） 

第３条 人権委員会は、次に掲げる委員をもって組織する。 

(1) 委員長  

(2) ハラスメント等人権侵害相談室長  

(3) グローバル人材育成・ダイバーシティ推進本部から選出された教員１人 

(4) 文教育学部から選出された教員１人 

(5) 理学部から選出された教員１人 

(6) 生活科学部及び共創工学部から選出された教員１人 

(7) 大学院人間文化創成科学研究科（以下「研究科」という。）博士前期課程比

較社会文化学専攻及び博士後期課程比較社会文化学専攻から選出された教員１

人 

(8) 研究科博士前期課程人間発達科学専攻及び博士後期課程人間発達科学専攻

から選出された教員１人  

(9) 研究科博士前期課程ジェンダー社会科学専攻及び博士後期課程ジェンダー学

際研究専攻から選出された教員１人 

(10) 研究科博士前期課程ライフサイエンス専攻及び博士後期課程ライフサイエ

ンス専攻から選出された教員１人  

(11) 研究科博士前期課程理学専攻及び博士後期課程理学専攻から選出された教

員１人 

(12) 研究科博士前期課程共創工学専攻及び博士後期課程生活工学共同専攻から

選出された教員１人 

(13) 附属学校から選出された副校長又は教諭２人  

(14) 副学長（事務総括）  

(15) 人事労務課長 

(16) 学生・キャリア支援課長 

(17) 人事労務課職員１人  

(18) その他学長が必要と認めた者 

２ 前項第３号から第13号まで、第17号及び第18号の委員は、学長が任命する。  

（任期等） 

第４条 前条第１項第３号から第13号までの委員の任期は２年とし、再任を妨げな

い。 

２ 前項の委員に欠員が生じた場合、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とす



る。 

３ 前条第１項第18号の委員の任期は、その都度定める。  

（委員長） 

第５条 委員長は、本学専任の教授のうちから学長が任命する。  

２ 委員長の任期は、２年とし、再任を妨げない。  

３ 委員長が辞任を申し出たとき、又は欠員となったときの後任の者の任期は、前

任者の残任期間とする。  

４ 委員長は、人権委員会を招集し、その議長となり、人権委員会を総括する。 

５ 委員長にやむを得ない事故があるときは、委員長があらかじめ指名した委員が

その職務を代理する。 

第６条 削除 

（委員以外の者の出席）  

第７条 人権委員会が必要と認めたときは、委員以外の者に出席を求め、意見を聴

くことができる。 

（事案の審議） 

第８条 第２条第５号から第８号までに関する審議は、委員長及び次に掲げる委員

で行う。 

(1) 第３条第１項第４号から第６号までに規定する学部選出の委員のうち１人 

(2) 第３条第１項第７号から第12号までに規定する研究科選出の委員のうち１人 

(3) 副学長（事務総括）  

(4) 人事労務課長 

(5) その他学長が必要と認めた者  

２ 前項の規定にかかわらず、附属学校にかかわる事案の場合は、第３条第１項第

13号に規定する附属学校から選出された副校長又は教諭２人の委員を加える。 

（ハラスメント等通知委員会） 

第９条 人権委員会は、次の各号のいずれかに該当するときは、ハラスメント等人

権侵害における被害申立ての相手方に対して、被害申立てがあったことについて

の注意喚起を目的とした通知を行うため、その事案ごとに、国立大学法人お茶の

水女子大学ハラスメント等通知委員会（以下「通知委員会」という。）を置くこ

とができる。 

(1) ハラスメント等人権侵害の通知の申立てがあったとき。  

(2) 人権委員会が通知委員会を設けることが必要と判断したとき。  



２ 通知委員会に関し必要な事項は、別に定める。  

（ハラスメント等調整委員会）  

第１０条 人権委員会は、次の各号のいずれかに該当するときは、国立大学法人お

茶の水女子大学ハラスメント等調整委員会（以下「調整委員会」という。）を置

くことができる。また、ハラスメント等人権侵害における当事者に関係する部局

長等に対し、被害申立ての相手方との調整を求めることができる。  

(1) ハラスメント等人権侵害の調整の申立てがあったとき。  

(2) 人権委員会が調整委員会を設けることが必要と判断したとき。  

２ 調整に関し必要な事項は、別に定める。 

（ハラスメント等調停委員会）  

第１１条 人権委員会は、次の各号のいずれかに該当するときは、ハラスメント等

人権侵害における被害者の権利回復を目的とした当事者の協議を援助するため、

その事案ごとに、国立大学法人お茶の水女子大学ハラスメント等調停委員会（以

下「調停委員会」という｡)を置くことができる。  

(1) ハラスメント等人権侵害の調停の申立てがあったとき。  

(2) 人権委員会が調停委員会を設けることが必要と判断したとき。  

２ 調停委員会に関し必要な事項は、別に定める。  

（ハラスメント等調査委員会）  

第１２条 人権委員会は、次の各号のいずれかに該当するときは、ハラスメント等

人権侵害について、公平な立場から被害者の権利回復を目的とした事実調査を行

うため、その事案ごとに、国立大学法人お茶の水女子大学ハラスメント等調査委

員会（以下「調査委員会」という｡)を置くことができる。 

(1) ハラスメント等人権侵害の調査の申立てがあったとき。  

(2) 人権委員会が調査委員会を設けることが必要と判断したとき。  

２ 調査委員会に関し必要な事項は、別に定める。  

（委員の責務） 

第１３条 委員は、任期中及び任期後において、その任務上知り得た秘密を厳守し

なければならない。 

２ 委員は、当事者のプライバシー及び名誉を守り、人権を尊重しなければならな

い。 

（事務） 

第１４条 人権委員会の事務は、人事労務課が行う。 



（雑則） 

第１５条 この規則に定めるもののほか、人権委員会の運営に関し必要な事項は、

人権委員会が別に定める。  

附 則 

この規則は、平成16年４月１日から施行する。  

附 則（平成17年３月24日） 

この規則は、平成17年４月１日から施行する。  

附 則（平成19年３月22日） 

この規則は、平成19年４月１日から施行する。  

附 則（平成20年３月20日） 

この規則は、平成20年４月１日から施行する。  

附 則（平成21年２月20日） 

この規則は、平成21年４月１日から施行する。  

  附 則（平成23年３月28日） 

この規則は、平成23年３月28日から施行し、平成23年１月１日から適用する。た

だし、第３条第１項第２号の改正規定は、平成23年４月１日から適用する。  

附 則（平成25年２月20日） 

この規則は、平成25年４月１日から施行する。  

附 則（平成26年７月26日） 

この規則は、平成26年８月１日から施行する。  

附 則（平成27年３月25日） 

この規則は、平成27年４月１日から施行する。  

附 則（平成28年３月25日） 

この規則は、平成28年４月１日から施行する。  

附 則（平成29年３月27日） 

この規則は、平成29年４月１日から施行する。  

附 則（令和６年２月21日） 

１ この規則は、令和６年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行日の前日において改正前の第３条第１項第４号の委員として在

任し、引き続き施行日以後も改正後の第３条第１項第４号から第６号までのいず

れかの委員として在任する者の任期は、改正前の第３条第１項第４号の委員とし

ての任期を引き継ぐものとする。 



附 則（令和７年１月29日） 

この規則は、令和７年４月１日から施行する。  

附 則（令和７年３月26日） 

この規則は、令和７年４月１日から施行する。  

附 則（令和８年１月28日） 

この規則は、令和８年４月１日から施行する。  

附 則（令和８年９月16日） 

この規則は、令和８年10月１日から施行する。 

 


